
○那須塩原市就学援助費認定交付要綱 

平成２３年４月２８日 

教育委員会告示第７号 

改正 平成２７年２月１９日教委告示第４号 

平成２７年１２月２５日教委告示第２３号 

那須塩原市就学援助費認定交付要綱（平成１７年那須塩原市教育委員会告示

第１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この告示は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規定

に基づき、経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対して、就学に

必要な学用品費等を交付するに当たり必要な事項を定めるものとする。 

（平２７教委告示２３・一部改正） 

（定義） 

第２条 この告示における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

（１） 児童生徒 市内に住所を有する児童生徒及び学校教育法施行令（昭

和２８年政令第３４０号）第９条の規定により市立小中学校に区域外就学

する者をいう。 

（２） 保護者 児童生徒に対して親権を行う者（親権を行う者のないとき

は、後見人）をいう。 

（３） 所得 その所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の市町

村民税に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）

第３１３条第１項に規定する総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額、

法附則第３３条の３第５項において準用する同条第１項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額、法附則第３４条第５項において準用する同条第



１項に規定する長期譲渡所得の金額並びに法附則第３５条第５項において

準用する同条第１項に規定する短期譲渡所得の金額の合計額とする。 

（４） 所得基準額 生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示

第１５８号）に定める生活保護基準額を適用し、就学援助費認定台帳によ

り算定した額をいう。なお、算定に用いる適用基準は、教育長が別に定め

る。 

（５） 要保護者 第３条第１号に該当する者をいう。 

（６） 準要保護者 第３条第２号から第５号までのいずれかに該当する者

をいう。 

（７） 就学援助費 経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の保

護者に対し、市が交付する別表第１の交付種目の欄に掲げる費用をいう。 

（平２７教委告示４・平２７教委告示２３・一部改正） 

（対象者） 

第３条 就学援助費の交付対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項及び第２項

の規定に該当する保護者 

（２） 保護者及び同一の生計を営む者（以下「世帯員」という。）の申請

時において算定されている直近の所得の総額（以下「総所得」という。）

が所得基準額未満の保護者 

（３） 失業、離婚、世帯主の失踪、事故、災害等を証明する書類を添付し

申請した者で、申請月の前３箇月の平均の収入金額に１２を乗じて得た額

を給与所得の源泉徴収税額の付表を用いて所得に換算した場合に、その額

が所得基準額未満の保護者 

（４） 前年度又は当該年度において、次のいずれかに該当する保護者 



ア 生活保護法の規定により保護を停止され、又は廃止された者 

イ 地方税法第２９５条第１項の規定により市町村民税が課されていない

者 

ウ 地方税法第３２３条の規定により市町村民税の減免の措置を受けてい

る者 

エ 地方税法第７２条の６２の規定により個人の事業税の減免の措置を受

けている者 

オ 地方税法第３６７条の規定により固定資産税の減免の措置を受けてい

る者 

カ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第８９条又は第９０条の規

定により国民年金の保険料の減免の措置を受けている者 

キ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７７条の規定により

保険税の減免又は徴収の猶予の措置を受けている者 

ク 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条の規定により児

童扶養手当を受給している者 

ケ 生活福祉資金貸付制度による貸付けを受けている者 

（５） その他那須塩原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が必

要と認めた保護者 

（平２７教委告示２３・一部改正） 

（交付額等） 

第４条 就学援助費の交付種目及び対象者については、別表第１のとおりとす

る。 

２ 交付額は、毎年度国の定める要保護児童生徒援助費補助金予算単価に準ず

るものとし、教育委員会が別に定める額とする。 



３ 年度途中に入学し、転学し、又は退学した児童生徒の保護者に対する学用

品費及び通学用品費は、交付額を１２で除した金額に認定月数を乗じた金額

とする。 

（平２７教委告示２３・一部改正） 

（申請） 

第５条 就学援助費の交付を受けようとする者は、就学援助費受給申請書（様

式第１号。以下「申請書」という。）に必要事項を記入の上、世帯員の所得

を証明する書類及び教育委員会が別に指示する書類を添えて、在学している

場合にあっては当該学校長に提出するものとし、就学前である場合にあって

は教育委員会に提出するものとする。 

２ 前項の申請書を収受した学校長は、所見書を付し教育委員会に申請書を提

出するものとする。 

（平２７教委告示２３・一部改正） 

（認定等） 

第６条 教育委員会は、保護者の申請に基づき交付の可否を決定し、その結果

を就学援助費交付決定通知書（様式第２号）又は就学援助費不交付通知書（様

式第３号）により学校長を経由して申請者に通知しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項において要保護者又は準要保護者を認定した場合には、

その氏名を当該学校長へ通知するものとする。 

３ 認定開始日は、前条で規定する申請書類を提出した日の属する月の１日と

する。ただし、翌年度の就学援助費に係る申請に関しては、翌年度の４月１

日とする。 

４ 認定期間は、次の各号のいずれかに該当したときに終了する。 

（１） 当該年度が終了したとき。 



（２） 那須塩原市立学校を転学し、又は退学したとき。 

（３） 就学援助費の交付が不要であると教育委員会が認めたとき。 

（平２７教委告示４・平２７教委告示２３・一部改正） 

（交付時期等） 

第７条 就学援助費の交付時期等については、別表第２のとおりとする。 

（事務処理の委任） 

第８条 就学援助費の交付を受ける者は、その請求、受領等の権限を学校長に

委任するものとする。 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２３年４月２８日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、改正前の那須塩原市就学援助費認定交

付要綱の規定によりなされた処分、手続きその他の行為は、この告示の相当

規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２７年２月１９日教委告示第４号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２５日教委告示第２３号） 

この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

別表第１（第２条、第４条関係） 

（平２７教委告示２３・全改） 

交付種目 対象者 



１ 学用品費及び通学用品

費 

市内に住所を有する準要保護者 

２ 新入学用品費 市内に住所を有する準要保護者 

３ 給食費 市内の小中学校に就学する準要保護者 

４ 修学旅行費 市内に住所を有する準要保護者又は要保護者 

５ 校外活動費（宿泊を伴

わないもの） 

市内に住所を有する準要保護者 

６ 校外活動費（宿泊を伴

うもの） 

市内に住所を有する準要保護者 

７ 医療費 市内の小中学校に就学する準要保護者又は要保護

者 

別表第２（第７条関係） 

交付時期 

交付種目 

６月 ９月 １月 

給食費 年額の１０分の３

に相当する額 

年額の１０分の４

に相当する額 

年額の１０分の３

に相当する額 

学用品費 

通学用品費 

新入学用品費 

全額   

別表第１の４から７ま

で 

実績に応じて支給 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

（平２７教委告示２３・追加） 

様式第２号（第６条関係） 

（平２７教委告示２３・追加） 

様式第３号（第６条関係） 

（平２７教委告示２３・追加） 

 


